
コンプライアンス
シチズングループでは、ＣＳＲ活動の優先課題として「シチズングループ企業行動憲章」を基盤とした

コンプライアンスに取り組んでいます。法令遵守を根幹として、道徳や倫理観に基づいた行動を促すべく、
活動を進めています。

コンプライアンス
推進体制と教育

●コンプライアンスへの取り組み
　推進にあたっては、シチズンホール
ディングスに「ＣＳＲ委員会」を設け、
グループとしてのＣＳＲ活動の推進と、
ＣＳＲに関する政策の立案・提言を統
括的に行っています。グループ各社に
おいては、各々が独自にＣＳＲ推進部
門を設け、シチズンホールディングス
と連携を取りながら、コンプライアン
スの啓発活動や教育研修を含めて展
開しています。個別には、各社がそれ
ぞれ従業員の各職級にあわせた独自
の教育体系に基づき、集合研修やビデ
オ研修を行っています。
　なお、グループ全社の対象者全員を
一堂に集め、各々のタイミングで新入
社員教育・新管理職研修・新取締役研
修の一環として、ＣＳＲ・コンプライア
ンス教育を行っています。

●知的財産の管理

　シチズンホールディングスの知的財
産部は事業会社の知的財産部門と連
携を取り知的財産ポートフォリオ構築
に向けた集中管理体制を実施してい
ます。具体的にはシチズンホールディ
ングスの開発部と事業会社との共同
開発および事業会社の単独の開発に
基づく知的財産をシチズンホールディ
ングス知的財産部が全体の調整をした
上で集中管理を行っています。
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リスクマネジメント
安全保障貿易や下請取引、情報セキュリティなど、重要なテーマごとに

グループ横断型の委員会を設置しています。

リスクマネジメント体制

●グループ横断型の委員会を設置
　シチズングループでは、事業活動に
伴うさまざまなリスクに対応するため
に、内部統制システムの管理に加え
て、重要なテーマごとにグループ横断
型の委員会を設置しています。今後
も、情勢変化に応じて新たな委員会の
開設を検討していきます。

●安全保障貿易管理委員会

　「シチズングループ安全保障貿易管
理委員会」は、シチズングループ安全保
障貿易管理規則に基づき、グループに
おける安全保障貿易管理を遺漏なく実
施するために、諸施策の実施、グループ
会社に対する指導、教育、情報の提供、
監査などを行っています。また、活動を
推進するための組織として、グループ
会社15社からなる「輸出統括会社連
絡会」を設けています。

●下請取引適正化委員会

　「シチズングループ下請取引適正化
委員会」では、下請法教育の強化を
2008年度の重点施策の一つとして活
動を進めました。以前から実施している
「基礎編講習会」に加え、2008年度に
は新たに、グループ内で発生した事例
を題材として、その適切な対処方法を
学ぶ「実務編講習会」を開設し、より実
務に則した教育内容に改善しました。
　2008年度は基礎編7回、実務編9
回の講習を行い、グループ従業員延べ
620名が受講しました。人材の育成に
よる、下請法遵守体制の強化を図って
います。

●情報セキュリティ委員会

　「情報セキュリティ委員会」は、下部
組織として「情報セキュリティ連絡会」
を立ち上げました。委員会は事業統括
会社の経営層で構成され、連絡会はグ
ループ各社の実務担当者により構成
されています。委員会の役割は、案件
の承認と、インシデントが発生した時
に、会議開催から解決までを担うこと
です。連絡会の役割は、具体的な問題
を討議することで、セキュリティポリ
シーの変更に関わるものなどの大き
な案件については、委員会承認を求め
るという体制をとっています。

災害リスク低減のために
ＢＣＰを策定

　シチズングループは、従来から各
社ごとに「防災委員会」などを設置し、
災害時における防災計画を整備して
きました。2008年度は、シチズンビジ
ネスエキスパートの｢BCP委員会｣に
より、首都直下型地震を想定した「事
業継続計画（BCP）」を策定。各事項の
具体的な実施手順などを定めたマ
ニュアルや、効率的な実施のための
チェックリストなどの作成を行いまし
た。今後はグループ各社へもBCPを
展開していきます。

　また、新型インフルエンザ対策につ
いては、各社従業員に新型インフルエ
ンザへの備えと対策情報を提供しまし
た。今後はBCPとして取り組んでいき
ます。

グループ各社の取り組み

●安否確認システムを導入

　シチズン電子では、安否確認システ
ムを災害時の緊急連絡として利用し
ています。
　大規模災害発生時、従業員（および、
その家族／関係者）の安否確認を迅速
かつ確実に行うための仕組みであり、
ビジネスの継続に不可欠な要素です。
　また、そのほかの利用方法として、
①全従業員への緊急連絡として、大雪
　時の休業／出社時間変更など
②特定の人員への緊急連絡など
があります。

●移設検知装置を標準装備

　シチズンマシナリーでは、「外国為
替及び外国貿易法」を遵守するため
に、工作機械の不正輸出や不正転売、
不正移設防止に取り組んでいます。国
内向け・海外向けに関わらず、全シ
リーズ・全製品に移設検知装置を“標
準装備”しています。これにより、工作
機械を移設した場合は機械運転を不
能とし、工作機械の不正使用の防止と
機械の所在を確認するなどの輸出管
理を行っています。また、ほかの工作
機械メーカーに対して、本装置に関わ
る技術供与も行っています。
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グループ各社の取り組み

●遵守状況の把握
　シチズン時計では、「シチズング
ループ企業行動憲章」を遵守するため
に、部門ごとの取り組み項目を「ＣＳＲ
活動チェックリスト」に定め、全部門に
て現状を確認しました。結果を○△×
の３段階で評価し、△×の項目につい
ては、監査計画を立て、内部監査を実
施しました。
　この結果、不適合または改善すべき
点として挙げられた項目については、
是正処置を求めました。
　今後は、ＣＳＲ活動のレベル・認識を
高めるためにより現状を理解し、各部門
との連携が図れるように、具体的な指導
と継続的な改善を図っていきます。

●CSRコンプライアンス
　専用ページを設置

　シチズン電子では、2007年度か
ら、イントラネットに「ＣＳＲコンプライ
アンス」専用ページを設け、運用を開
始しました。シチズン電子傘下の国内
外12社に加え、シチズンホールディ
ングスの企業理念、経営方針、環境方
針、品質方針、ＣＳＲ年度目標を掲載し、
グループ結束の向上をめざして一覧
できるようになっています。また、同じ
ページより「社内通報制度・企業倫理
相談窓口」ページにリンクできるよう
になっています。

社内通報制度

●社内外に通報窓口を設置
　シチズングループでは、法令違反や
不正行為による不祥事の未然防止、お
よび違反のおそれがある場合に、事態
を早期発見して各種リスクを低減し、
組織の自浄作用を促すために、「企業
倫理相談窓口（ホットライン）」を設け
ています。
　「社内通報制度規程」では、通報者の
秘密の厳守、公平・公正な調査、被通報
者の反論の機会、通報者への調査結果
の報告、通報者に不利益な処遇がなさ
れないことなどを定めています。
　２００８年４月からは従来の制度に加
え、外部通報窓口を設置し、匿名での
通報ができるようになりました。
　また、社内で相談窓口の周知徹底を
図ったことで相談しやすい環境が整
い、以下のように相談件数が増加しま
した。（P１７ CSR意識調査Q.3参照）
　２００８年度の相談については、社内
通報規程に従い事実確認を行い対策
を講じた上で相談者に対し適宜フィード
バックを行いました。

社内通報件数推移と通報内訳

東京事業所での防災訓練

職場の人間関係
社内ルール違反
上司とのコミュニケーション
コンプライアンス違反の疑い
メンタルヘルス
パワーハラスメント
お客様との関係
情報公開方法について
情報セキュリティ
その他
合計
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